
家庭部門

用
途

省エネルギー対策名
導入実績

導入・普及
見通し

省エネ量
万kL 内訳 概要

2012FY 2030FY 2030FY うち電力 うち燃料

住
宅

新築住宅における省エネ基準適
合の推進
（一次ｴﾈﾙｷﾞｰﾍﾞｰｽでの省エネ量
を二次ｴﾈﾙｷﾞｰﾍﾞｰｽに換算） 6% 30%

314.2 78.6 235.6

新築住宅について、2020年までに段階的に省ｴﾈﾙｷﾞｰ基準への適合を義務化する措置
を講ずるほか、ZEH（ﾈｯﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙｷﾞｰ･ﾊｳｽ）の普及促進等により高度な省ｴﾈﾙｷﾞｰ性
能を有する住宅の普及を推進する。
断熱性能の高い建材、高効率なｴｱｺﾝ、給湯器、照明等の導入を図る。
(普及率は外壁・窓等の断熱化等、一定の省ｴﾈﾙｷﾞｰ性能を確保している住宅の割合)

既築住宅の断熱改修の推進
（一次ｴﾈﾙｷﾞｰﾍﾞｰｽでの省エネ量
を二次ｴﾈﾙｷﾞｰﾍﾞｰｽに換算）

42.5 11.0 31.5 既存住宅の省ｴﾈﾘﾌｫｰﾑを推進し、断熱性能の高い建材の導入を推進する

給
湯

高効率給湯器の導入
CO2冷媒HP給湯機
潜熱回収型給湯器
燃料電池
太陽熱温水器

400万台 1,400万台

268.6 ‐26.3 294.9

ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ式給湯機（左上段）､潜熱回収型給湯器（左中段）､家庭用燃料電池（左下段）
といった高効率な給湯設備の導入を推進する｡

※１．省ｴﾈ量には新築住宅における省ｴﾈﾙｷﾞｰ基準適合の推進に伴う給湯設備の導
入による効果（35.9万kl）は含んでいない。

340万台 2,700万台

5.5万台 530万台

照
明

高効率照明の導入 9% ほぼ100% 201.1 201.1 －

LED・有機EL等の高効率照明を用いた､高輝度な照明技術により省ｴﾈを図る｡

※２．省ｴﾈ量には新築住宅における省ｴﾈﾙｷﾞｰ基準適合の推進に伴う照明設備の導
入による効果（26.9万kl）は含んでいない。

空
調

ﾄｯﾌﾟﾗﾝﾅｰ制度等による機器の
省ｴﾈ性能向上

－ － 133.5 104.8 28.7

ﾄｯﾌﾟﾗﾝﾅｰ基準等により､以下の製品を引き続き性能向上を図る｡（2012→2030年度）
・ｴｱｺﾝ （例：冷房） 消費電力 229kWh/台・年→188kWh/台・年

普及台数 2.71台/世帯→2.79台/世帯
・ｶﾞｽｽﾄｰﾌﾞ ｶﾞｽ消費 5823Mcal/台・年→5565Mcal/台・年

普及台数 0.06台/世帯→0.05台/世帯
・石油ｽﾄｰﾌﾞ 石油消費 720L/台・年→716L/台・年

普及台数：0.74台/世帯→0.54台/世帯
・ﾃﾚﾋﾞ （例：32V型以上） 消費電力 79kWh/台・年→63kWh/台・年

普及台数 0.47台/世帯→1.29台/世帯
・冷蔵庫 （例：300L以上） 消費電力 337kWh/台・年→271kWh/台・年

普及台数 0.82台/世帯→0.94台/世帯
・DVDﾚｺｰﾀﾞ 消費電力 40kWh/台・年→35kWh/台・年

普及台数 1.37台/世帯→1.63台/世帯
・電子計算機 消費電力 72kWh/台・年→72Wh/台・年

普及台数 1.29台/世帯→1.83台/世帯
・磁気ﾃﾞｨｽｸ装置 消費電力 0.005W/GB→0.005W/GB

普及台数 2.80台/世帯→3.34台/世帯
・ﾙｰﾀ 消費電力 31kWh/台・年→26kWh/台・年

普及台数 0.5台/世帯→1台/世帯
・電子ﾚﾝｼﾞ 消費電力 69kWh/台・年→69kWh/台・年

普及台数 1.06台/世帯→1.08台/世帯
・ｼﾞｬｰ炊飯器 消費電力 85kWh/台・年→82kWh/台・年

普及台数 0.69台/世帯→0.69台/世帯
・ｶﾞｽｺﾝﾛ ｶﾞｽ消費 570Mcal/台・年→546Mcal/台・年

普及台数 0.92台/世帯→0.88台/世帯
・温水便座 消費電力 151kWh/台・年→109kWh/台・年

普及台数 1.04台/世帯→1.24台/世帯

※３．省エネ量には新築住宅における省エネ基準適合の推進に伴うｴｱｺﾝ、ｶﾞｽ・石油ｽ
ﾄｰﾌﾞの導入による効果（5.3万kl）は含んでいない。
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